
川崎市文化芸術振興条例 

平成17年３月24日条例第８号 

川崎市は、歴史的には東海道や大山街道などの街道と宿場、川崎大師の参詣
けい

などにおけ

る人の往来と営みの中でその文化を育
はぐく

んできた。工業都市へと発展した近代では、就労の

場を求めて多くの人が集まり、現代では国際化の進展により様々な外国人市民が集う都市

として多彩な文化の集積地となっており、多様性を受け入れ、育ててきた歴史がその文化

の基底にある。 

地理的にも、多摩川に沿って東京湾から細長く伸びる地形により、海に臨む景観から、

稲毛川崎二ヶ領用水沿いの水潤む光景、そして里山の緑の重なる風景に至るまで、変化に

富んだ多様な様相を呈し、文化の一面を形作っている。 

こうした歴史と風土が織り成す人々の営みの中で、川崎市の多様な文化は育ち、芸術が

芽生えたのであるが、古来、文化芸術は、人の心に潤いと安らぎを与え、感性を豊かにし、

生きる喜びをもたらしてきた。また、文化芸術は、人の発想や創造力を豊かにし、共感す

る心を育
はぐく

み、相互理解を深め、明日を担う子どもたちが健やかに成長する土壌をつくり、

高齢者の心のよりどころとなってきた。更に、災害時の困難を乗り越える大きな力となっ

ているだけでなく、都市生活を変革する力となり、都市の個性を表現し、生き生きとした

経済活動の基盤をつくる原動力ともなっている。 

このように文化芸術は、今日、市民が人間らしく豊かに暮らすために不可欠のものであ

り、世界平和の礎を築き、都市生活の質を高める重要な役割を担うとともに、創造的な市

民や企業を育て、持続的に発展する都市をつくり出す源となるものである。 

ここに、川崎市は、これまで培われてきた文化芸術を継承し、発展させ、新たな文化芸

術の創造の促進を図ることにより、個性と魅力が輝き、市民が生き生きと心豊かに暮らせ

るまちづくりを進めるため、この条例を制定する。 

（目的） 

第１条 この条例は、文化芸術の振興に関し、基本理念を定め、並びに市、市民及び企業

の役割を明らかにするとともに、文化芸術の振興に関する施策（以下「文化芸術振興施

策」という。）の基本となる事項を定めることにより、文化芸術に関する活動（以下「文

化芸術活動」という。）を行う者（文化芸術活動を行う団体を含む。以下同じ。）の自

主性及び創造性が発揮されることを旨として、文化芸術振興施策の総合的な推進を図り、

もって個性と魅力が輝き、市民が生き生きと心豊かに暮らせるまちづくりに寄与するこ

とを目的とする。 

（基本理念） 

第２条 文化芸術の振興に当たっては、文化芸術活動を行う者の自主性及び創造性が尊重



されなければならない。 

２ 文化芸術の振興に当たっては、優れた文化芸術が深い感動と喜びをもたらすことを踏

まえ、市民が文化芸術を鑑賞し、これに参加し、又はこれを創造することができるよう

な環境が整備され、文化芸術の発展が図られなければならない。 

３ 文化芸術の振興に当たっては、文化芸術の多様性を尊重し、地域で育まれてきた多様

で特色ある文化芸術の保存及び活用並びに市の内外の地域との文化芸術の交流が図られ

なければならない。 

４ 前３項に定めるもののほか、文化芸術の振興に当たっては、文化芸術基本法（平成13

年法律第148号）第２条に定める事項が尊重されなければならない。 

（市の役割） 

第３条 市は、市民が文化芸術活動を自主的かつ創造的に行うことができるよう環境を整

備するほか、文化芸術振興施策を推進することを通じて、文化芸術を振興する役割を担

うものとする。 

（市民及び企業の役割） 

第４条 市民及び企業は、文化芸術活動の担い手として、その活力及び創意を生かすとと

もに、文化芸術活動を支援することを通じて、文化芸術を振興する役割を担うものとす

る。 

（文化芸術振興施策） 

第５条 市は、文化芸術振興施策の推進に当たっては、広く市民が文化芸術の恵沢を享受

できるよう努めるとともに、市民及び企業と協働して行うよう留意するものとする。 

２ 市は、文化芸術振興施策を推進するため、必要な財政上の措置を講ずるよう努めるも

のとする。 

（他の施策への文化的視点） 

第６条 市は、市が行う他の施策の推進においても、文化的な視点に配慮するよう努める

ものとする。 

（文化芸術振興計画） 

第７条 市長は、文化芸術振興施策を総合的かつ計画的に推進するため、川崎市文化芸術

振興計画（以下「振興計画」という。）を策定するものとする。 

２ 振興計画は、次に掲げる事項を定めるものとする。 

(１) 本市の文化芸術の振興を持続的に推進するために必要な仕組みの整備に関するこ

と。 

(２) 前号に掲げるもののほか、文化芸術の振興に関し必要な事項 



３ 市長は、振興計画を策定しようとするときは、川崎市文化芸術振興会議の意見を聴く

とともに、市民の意見を反映させるための必要な措置を講じなければならない。 

４ 市長は、振興計画を策定したときは、これを公表するものとする。 

５ 前２項の規定は、振興計画の変更について準用する。 

（文化アセスメント） 

第８条 市長は、振興計画に基づく事業の成果又は経過について、川崎市文化芸術振興会

議の評価（以下「文化アセスメント」という。）を受けなければならない。 

２ 川崎市文化芸術振興会議は、文化アセスメントを行う場合において、必要があると認

めるときは、事業の見直しその他の勧告をすることができる。 

３ 市長は、文化アセスメントを受けたときは、その内容を公表するものとする。 

４ 市長は、振興計画の変更に当たっては、文化アセスメントの内容を反映させるよう努

めるものとする。 

（文化芸術振興会議） 

第９条 この条例に定めるもののほか、文化芸術の振興に関する重要事項について、市長

の諮問に応じ、調査審議するため、川崎市文化芸術振興会議（以下「振興会議」という。）

を置く。 

２ 振興会議は、委員10人以内で組織する。 

３ 委員は、市民及び学識経験のある者のうちから市長が委嘱する。 

４ 委員の任期は、３年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

５ 第３項の委員のほか、特別の事項を調査審議するため必要があるときは、振興会議に

臨時委員を置くことができる。 

６ 前各項に定めるもののほか、振興会議の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定

める。 

附 則 

この条例は、平成17年４月１日から施行する。ただし、第７条から第９条までの規定は、

規則で定める日から施行する。（平成17年９月15日規則第98号で平成17年10月１日から施

行） 

附 則（平成29年10月６日条例第37号） 

この条例は、公布の日から施行する。 


